
すべての世代を支える
持続可能な社会保障へ
連合「新21世紀社会保障ビジョン」ダイジェスト

「公平･連帯･納得」の
税制改革をめざして
連合「第３次税制改革基本大綱」ダイジェスト



　連合は2010年12月、結成20年の節目にあたり、これまで提起してきた「労働を中心
とした福祉型社会」をリニューアルし、めざすべき社会像として「働くことを軸とする安
心社会」を提起しました。おりしも、2009年9月、歴史的な政権交代が実現し、連合の
掲げる政策の実現可能性も高まりました。そのため、連合がめざす「安心社会」の基
盤となる社会保障制度及び税制改革のトータルビジョンとして、2011年6月に「新21世
紀社会保障ビジョン」と「第3次税制改革基本大綱」を取りまとめました。
　日本の社会経済は、少子高齢化・人口減少、デフレ経済の長期化、非正規労働者の
増大、貧困・格差拡大など課題が山積しています。これらの課題を克服するためには、
「積極的雇用政策」と連携した「積極的社会保障政策」の推進、そのための安定財源
の確保や再分配機能の強化を通じ、社会を支える中間層の再生と経済社会の「好循
環」を取り戻すことが必要です。連合は、この目標を実現するため、安心社会を支える
「社会保障と税の一体改革」としてこれらのトータルビジョンを提起しました。
　2011年3月11日の東日本大震災により、わが国は、これまでの少子化、デフレ経済、
貧困等の構造的問題に加え、震災復興・再生という困難な課題にも直面しています。
大震災からの復興・再生は、誰もが社会的に支え合い、人と人とのつながりを大切に
する価値観など、新たなグランドデザインに基づく、新たな国づくり・地域づくりの第一
歩としていく必要があります。これは、連合がめざす「働くことを軸とする安心社会」と
も共通するものです。その意味で、震災からの復興・再生、社会保障改革と税財政改
革は、同時並行で取り組むべき課題です。
　この冊子は、連合「新21世紀社会保障ビジョン」について、わかりやすく解説したダ
イジェスト版です。日本の新しい社会づくりの第一歩を踏み出すために、ご活用いただ
ければ幸いです。
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連合
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連合がめざす 働くことを軸とする安心社会 とは？1
連合は、働くことに最も重要な価値を置く社会をめざしています。
「人は働くことで人とつながり、社会に参加できる」、その実感が、いま日本を覆う不安をぬぐい去り、
人々の安心と経済社会の活力をもたらすと考えるからです。

①「働くこと」に人々を結びつける「安心の橋」
働きたい人の前に立ちはだかる困難を取り除き、人 を々「働
くこと」に結びつける「安心の橋」（制度や政策）を整備する。

②ディーセントワークの実現
経済的・社会的に自立できる質の高い雇用を実現する。
それは、労働生産性の向上、企業価値の向上にもつながる。

③雇用の質的強化と機会創出
職業訓練などの積極的労働市場政策を充実させ、ワーク・
ライフ・バランスを定着させる。質の高い労働力を生かし
た成長戦略によって雇用を創出する。

④切れ目のない安心のセーフティネット
出産から子育て、教育、就労、老後まで生涯を通した切
れ目のない安心で人生の選択肢を拡げる。

⑤安定的な名目成長と公正な配分の実現
政府の「新成長戦略」を着実に推進し、デフレの悪循環
を断ち切り、経済を安定的・持続的な成長軌道にのせて
いく。

「
働
く
こ
と
を
軸
と
す
る
安
心
社
会
」

　
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

　いま、多くの人がさまざまな不安を抱えて
生きています。連合の調査（2010年12月）では、「現在の
生活や将来に不安を感じることがある」と回答した人が
93％にのぼりました。
　かつての日本は、安定した「雇用社会」を基盤に経済成
長を実現してきました。しかし、バブル経済の崩壊を経て、
企業は「株主利益優先」の経営姿勢を強め、短期的利益
を確保するため、人件費抑制策を推し進めました。
　正規雇用から非正規雇用への置きかえが進み、いまで
は非正規労働者は雇用労働者の３分の１を占めるまでにな

　「働くことを軸とする安心社会」とは、「働く
ことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働条件の
もと、多様な働き方を通じて社会に参加でき、社会的・経
済的に自立することを軸とし、それを相互に支え合い、自
己実現に挑戦できるセーフティネットが組み込まれている活
力あふれる参加型の社会」です。
　社会は、多くの人たちが働き、互いに支え合うことで成
り立っています。私たち一人ひとりは、会社で働いたり、モ
ノをつくったり、サービスを提供したり、家事やボランティ

りました。平均給与所得は1997年をピークに減少を続け、
年収200万円以下のワーキングプア（働く貧困層）は1,000
万人を超えました。安定した雇用の下で社会を支えてきた

「中間層」が二極化し、格差と貧困の拡大が、日本の社会
全体に深刻な不安の影を落としているのです。
　どうすればこの不安を払拭し、将来に希望のもてる社会
を取り戻すことができるのか。そうした問題意識から、連
合は、現状と課題をあらためて整理し、2010年12月、め
ざす社会像とアプローチの方向性として「働くことを軸と
する安心社会」を提起しました。

ア活動をしたりと、「働くこと」を通じて人と接し、結び
ついています。また、「働くこと」によって経済的に自立し、
税や社会保険料を納め、社会を支えています。
　しかし、一方で、失業や就職難、家庭の事情などで、働
きたくても働けない人、働いても生活できない人が増え、
格差の拡大や貧困に直結している現実があります。連合は、

「働くこと」を支えるために、ディーセントワークの実現や
雇用機会の創出、セーフティネットの再構築などを通じて、

「働くことを軸とする安心社会」を実現していきます。

なぜ、いま「働くことを軸とする安心社会」なの？

「働くことを軸とする安心社会」ってどんな社会？

雇用 働くかたち
を変える

失業から就労へつなぐ

橋Ⅴ橋Ⅰ

橋Ⅱ

橋Ⅳ

橋Ⅲ
非正規

正規正規

正規

困難を取り除き、働くことに結びつける
５つの「安心の橋」

教 育 退 職

教育と
働くこと
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生涯
現役社会
をつくる
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訓練・
研修等

家族と
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育児
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失 業
トランポリン
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2 安心社会を支える
社会保障と税の一体改革

働くことを積極的に支援し、
社会の安定と
経済・財政の好循環をつくろう

連合が考える
「社会保障と税の
一体改革」
の特徴

「
働
く
こ
と
を
軸
と
す
る
安
心
社
会
」を
支
え
る

　
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革

●	財源や社会資源などが人生後半期に「偏重」している社会保障制度から、「人生前
半期」の子ども・子育て支援や若者の就労支援などのニーズに能動的に対応する「全
世代支援型」の社会保障体系に転換する。

●	税制については、①消費税偏重としない「所得・資産・消費」課税のバランスのとれ
た税体系、②所得税を基幹税として再構築し所得再分配の機能強化、③消費税は
社会保障制度の維持・強化に全額充当、④地方分権や社会保障の充実のための安
定的な地方税体系の構築等、を柱とする抜本改革を行う。

●	「新21世紀社会保障ビジョン」は2025年を、「第3次税制改革基本大綱」はその中
間地点の2020年を目途に実現をめざす。また、一定の前提のもとに「給付と負担」
の将来推計を行い、世帯類型・年収別の「家計負担」（税・保険料負担）の推計を行った。

　この「新21世紀社会保障ビジョン」と「第３次税制改革基本大綱」は、連合がめざす「働くことを軸とする安心社会」を
支える社会保障と税制改革のトータルビジョンとして、その理念と具体的改革の方向性を示しています。とくに、非正規労働
者が増え、貧困層が拡大している状況を是正する観点から、積極的な雇用政策と社会保障政策との連携、社会保障制度の
維持と機能強化のための安定財源の確保を強調しています。これらを通じて、社会を支える中間所得層の再生をはかり、社
会の安定と経済・財政の好循環を取り戻すことを提起しています。

新成長戦略の推進 公正な分配と
ディーセントワークの実現 積極的社会保障政策

それらを支えるための税財政の抜本改革

●税の財源調達能力の回復と再分配機能の強化を同時に実現する税制改革をはかり、その財源を
　新成長戦略に資する経済政策や積極的社会保障政策等に集中的に投入

●対症療法型の社会保障か
ら、能動的にディーセント
な仕事や暮らしを獲得で
きるよう働く人・働きたい
人等を積極的に支援

「新21世紀社会保障ビジョン」

「第３次税制改革基本大綱」

●デフレ脱却、安定成長
軌道への早期復帰

●2020年までに環境・健
康・アジア・観光分野を
中心に123兆円の需要と
約500万人の雇用創出

●企業から家計への適正な
成果の配分
　→中間層の再生
●ステークホルダー型経営、
ワークルールと集団的労
使関係の再構築、公正取
引関係の実現等

「働くことを軸とする安心社会」の実現
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　急速なグローバル化や世界経済危機等によ
る経済停滞と非正規労働者の増大、さらに家族や地域コ
ミュニティーの機能低下が、わが国の少子高齢化・人口減
少に拍車をかけています。その結果、不安定・低賃金の労
働者等が増大し、雇用・生活・将来不安も高まり、国内消
費を低迷させ、さらなる物価下落とデフレ経済の悪循環に
陥っています。
　さらに、家族機能の低下や変化をカバーする社会的支援

（子育て、介護サービス等）やセーフティネット機能が不十
分なため、女性、若者が良質な就労に付けず、貧困と格差
を拡大させ、社会保険の支え手の減少、税収減による財

政悪化をもたらしています。
　この「悪循環」を断ち切ることが、今回の「社会保障と
税の一体改革」の目的でもあります。子ども・子育て支援
や介護など社会的サービスの充実、積極的な就労支援、「第
２のセーフティネット」の整備、所得再分配機能の強化等
を通じ、女性、若者、高齢者、障がい者等に安定・良質な
雇用を保障します。
　働くことを通じて、誰もが活躍できる社会を実現し、安
定した収入が得られ、社会保険・税の支え手となる、まさ
に社会を支える「中間層」を再生します。

なぜ、「社会保障と税の一体改革」なの？

サービスニーズ
と世帯所得の拡大
共働きが基本

税収増による
財政の好転

社会保障の財源
確保

子育て、
介護、家事
サービス等の
不足

Unpaid　Work の社会化
（需要に応えるサービス）

中間層の再生
社会保険・税の支え手の拡大

若者、女性、
高齢者、障がい者
等が活躍できる

社会

デフレ
脱却

「厚生労働白書」（2010年度）を参考に連合作成

雇用の創出
サービス利用により
就業や地域活動への
参加機会の
拡大

経済成長

就業率の
向上等

（M字カーブの
解消等）

安心により
貯蓄から消費へ

イノベーションや
働き方の改革等による
労働生産性の向上

全世代を応援
ＷＬＢ推進

連
合

「
新
社
会
保
障

  

ビ
ジ
ョ
ン
」

新
成
長
戦
略 新たな公共

NPO、ボランティア、
等

職業訓練
働くことに中立的な制度、
ワーク・ライフ・バランス等、
働き続けやすい環境づくり

連
合

「
第
３
次
税
制

改
革
大
綱
」

積極的社会保障政策と経済・財政・雇用の関係（好循環）

働くことを支援
する積極的社会
保障政策と雇用
政策の連携で社
会の支え手を増
やし、強い経済、
強い財政、強い
社会保障の好循
環をつくります。

○	社会保障ビジョンの基本方向としては、
	 ①	社会連帯と支え合いで社会的排除のない社会実現に向けたソーシャル・インクルージョン政策の推進
	 ②	「人間の安全保障」と社会保障の機能強化
	 ③	全世代支援型の社会保障への転換
など、５本の柱を提起しています。

○	税制改革では、「公正・連帯・納得」の改革理念に基づいて、
	 ①	納税者の立場に立ったわかりやすい税制
	 ②	所得再配分機能の強化
	 ③	少子高齢社会を支える税制
	 ④	地方税財政の改革
など、７つの改革の視点を提示しています。

「新21世紀社会保障ビジョン」と「第３次税制改革基本大綱」のポイント
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　「家族」と「企業」に依存してきた日本型福祉は、限界に達しています。核家族化や単身世帯の増加、高齢化と少子化の
進行と相まって、家族や地域の支え合い機能は低下しています。グローバル競争を背景に「企業」の福祉機能の切り下げが
続き、不安定雇用や貧困が拡大するなかで社会の支え手が縮小しています。そのため、財政が悪化して、社会保障の機能が
低下し、国民生活の安心が損なわれ、経済の低迷が続くという悪循環に陥っています。
　一人ひとりが、働くことを通じて経済的に自立し、能動的に社会に参加することを支援する仕組みの再構築を通じて、社
会の支え手となる「中間層」を再生していくことが大きな課題となっています。

3 社会保障をめぐる
現状と課題

社会保障の機能低下による
貧困拡大と経済悪化の連鎖を食い止めよう

人
口
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
の
変
化
と
「
労
働
力
率
」

①少子高齢化の進行と家族の変化
　2005年に20.2%であった高齢化率（65歳以上人口の
割合）は、2025年に30.5％に達する一方、労働力人口
は数百万人減少する見込みです。また、高齢単身者や高
齢者のみ世帯が増加、家族や地域の支え合い機能も低下
しています。医療、介護・年金などのニーズが飛躍的に増
大する中で、支え手である就業人口が増えなければ制度が
維持できなくなる恐れがあります。
②非正規労働者の増大と貧困・格差の拡大
　経済のグローバル化、労働市場の規制緩和の下、不安定・
低賃金の非正規労働者が増加し全労働者の3分の1を超え
ました。その多くは、社会保険や労働保険の適用を受けら
れず、雇用のセーフティネットから抜け落ちています。「中間

層」が二極化し、ワーキングプアなど貧困層が増加、自殺
や児童虐待など、社会的病理も深刻化しています。
③国民皆保険・皆年金の危機
　企業が社会保険料負担を回避する傾向が強まり、非正
規労働者が増大する中で、本来被用者保険でカバーされ
るべき労働者が、国民健康保険や国民年金制度に加入し
ており、国民年金第1号被保険者では約4割が雇用労働者
です。非正規労働者や低所得者層の未納・未加入も増大、
皆年金・皆保険制度が大きく揺らぐ事態になっています。
④新自由主義モデルの行き詰まり
　新自由主義的な経済成長モデルは、金融・資本市場の
自由化、労働市場の規制緩和などとともに、社会保障を自
己責任と市場へ移行させようとしてきました。人々の安心

日本の社会保障が直面する問題とは？
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総人口
8,993万人

65歳～人口
20～64歳人口

今後の出生率の
動向により変化

今後の出生率の
動向により変化

わが国の人口構造の変化を見ると、現在1人の高齢者を3人で支えている姿になっています。
少子高齢化が一層進行する2055年には1人の高齢者を1.2人で支える姿になると推計されています。

団塊世代
（1947～49年生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年生まれ）

●　課題は労働力率アップ
労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口）は、2005年61.5％から2010年60.7％と低下しています。男女
別に見ると、男性73.4％（05年75.3％）、女性49.1％（05年48.8％）。女性の「M字カーブ」を是正し、若者や
高齢者の就労支援により、就業人口を増やしていくことが必要です。
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社
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保
障
制
度（
現
行
）

を担保する社会保障はコストと見なされ、その費用抑制と
自己責任論は人々を不安に陥れ、結果として経済や社会の
活力を削いできました。
⑤「日本型福祉社会」の限界
　「家族」と「企業」に大きく依存してきたいわゆる「日本
型福祉社会」は、核家族化や単身世帯の増加、少子高齢
化の進行、非正規労働者の増大、企業の福利厚生機能の
切り下げなどにより限界に達しています。多様なライフスタ
イルに対応し、人生の様々なリスクや困難に対応する社会
的支援の仕組みの再構築が求められています。
⑥社会保障財源の逼迫と再分配機能の低下
　社会保障の経費は、社会保険料約57％・公費負担（税）
約32％・利用者負担等で賄われています。2008年の社
会保障給付費は95兆円弱に達し、毎年の自然増分が1兆
円程度必要になっています。将来を見据え、安定的な財源

　経済社会の変化、現行制度の問題点を踏ま
えると、課題は次の４つに整理できます。

《課題1》人生の様々なリスクに対応する福祉や最低生活
保障、就労支援などの社会的機能を強化し、貧困に陥る前
に社会全体で能動的に支え合う“社会的支援システム” へ
のパラダイム転換をはかる。とくに人生前半期への支援を
強化し、「全世代支援型」社会保障への転換をはかる。

確保が急務となっていますが、合わせて、低所得者層への
税の逆進性や社会保障による再分配機能が低下している
構造についても一体的に見直す必要があります。

《課題2》社会保障の財源を安定化させるため、税による財
源確保とともに、質の良い雇用と就業人口・支え手を増やす。

《課題3》一人ひとりが、働くことを通して経済的に自立し、
能動的に社会に参加することを支援する仕組みの再構築
を通じて、社会の支え手となる「中間層」を再生する。

《課題4》政府、与野党はじめ、すべてのステークホルダー
が課題を共有し、負担と給付のあり方も含め、社会保障機
能強化のための制度設計議論を積極的に進めていく。

社会保障改革の課題とは？

全
世
代
支
援
型
へ
の
転
換
を

17.0

16.0

15.0

14.0

13.0

12.0

11.0

10.0

9.0
1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009

12.0

13.2
13.5 13.7

14.6
15.3

14.9

15.7 16.0

15.7

14.2

相対的貧困率
子どもの貧困率

13.7
14.5

13.4

12.1

12.812.9

10.9

出典：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」

わが国の貧困率の状況

誕生

保健・医療

社会福祉

所得保障

就学前 就学期 就労・子育て期

若年期
「手薄」

退職期

健診、乳幼児医療
母子保健、

予防接種、学校保健等
　思春期支援

放課後
児童クラブ

後期高齢者
医療制度

6歳

0歳

健康診断
疾病治療
療養

児童福祉
高齢者福祉
障害者福祉
（身体、知的、
精神）

年金制度

生活保護

労災・雇用
就労支援

3歳 6歳 9歳 18歳

20歳

医療保険（市町村国保、組合健保、全国協会健保、等）

遺族年金

疾病で働けないなど、生計の維持が困難な場合に、最低限度の生活を保障

職業訓練、業務上の事故や失業したときの補償等

障害年金 老齢年金

高齢期
「偏重」

介護保険
（在宅・施設サービス）

高齢者福祉

40歳

65歳

保健事業

（
児
童
福
祉
）

（
障
害
保
健
福
祉
）

保育所

児童手当（「子ども手当」）

児童扶養手当

要保護児童への施設サービス等

・在宅サービス（居宅介護、デイサービス、短期入所、福祉用具の給付等）
・施設サービス（更正施設、授産施設、療養施設等）
・手当の支給等（障害者特別手当等）

15歳 18歳 20歳 60歳 70歳 75歳

75歳～

5



　連合「新21世紀社会保障ビジョン」の最大のポイントは、「積極的社会保障政策」と「全世代支援型」への転換を打ち出
したこと。社会保障は、社会の安心と安定の基盤であり、その活力の源泉となるものです。貧困と社会的格差、人々の孤立
が拡大すれば、社会不安から治安の悪化などの問題が深刻化し、結果として社会的コストが増大します。また、社会保障は、
経済の重荷ではなく、個人消費を支え、有効需要や雇用機会を創出して経済社会の成長にも寄与します。社会を支える中
間層の再生と、経済社会の好循環を実現するために、その機能強化を積極的に推進する必要があります。

4 新21世紀社会保障ビジョン
のポイント

積極的社会保障政策と
全世代支援型で
経済社会の好循環をつくりだそう

　これまでの社会保障は、救貧や貧困への防
波堤、病気やけが、加齢などその都度のリスクへの対応と
いう、いわば対症療法型の支援が中心。これに対して、新
ビジョンは、貧困に陥る前に、就労を軸に積極的・能動的
に支援を行う積極的社会保障政策を打ち出し、経済や雇
用の改善につながる具体的な制度設計を提起しています。
　基本方向は5つ。
　1つめは、ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）
政策の推進。制度的支援とパーソナル・サポートを組み合
わせ、包括的な切れ目のないサービス体系を構築します。
　２つめは、「人間の安全保障」と社会保障の機能強化。
社会保障はコストではなく、持続可能な社会を支える「未
来への投資」と位置づけます。
　3つめは、積極的社会保障政策と積極的雇用政策の連
携。ひとたび労働市場から排除され貧困に陥ると、「働くこ

と」に復帰することが困難となっています。雇用政策と社
会保障の連携を強め、労働市場への復帰を支援するトラン
ポリン型のセーフティネットを構築し、貧困に陥る前に多様
な支援メニューでサポートします。
　４つめは、全世代支援型の社会保障体系の構築。これ
までは子育てや住宅、失業リスクなどの保障機能の多くを
家庭や企業が担っていたため、社会保障給付の重点は「高
齢期」に重点化されてきました。しかし、社会保障制度を
持続可能なものにするためには、人生前半期・子どもや若
者の育成・支援、現役世代への就労支援を重視し、現役
世代がメリットを実感できる全世代支援型に改革します。
　５つめは、社会保障の安定財源の確保。「社会保障と税
の一体改革」を通じて、国民合意の下に安定財源を確保し
ます。

連合「新21世紀社会保障ビジョン」がめざす社会保障の姿とは？

積
極
的
社
会
保
障
政
策
の
ス
キ
ー
ム

●積極的社会保障政策
新自由主義的政策の下で、社会保障は、国家財政や経済の重荷（コスト）とみな
され、その削減政策がとられてきました。しかし、その結果、各国で格差や貧困が
社会問題となったことから、「社会保障は生産的なものであり経済成長にもプラスに
なる」という社会保障の積極的な役割を重視する考え方（＝積極的社会保障政策）
が注目されています。これは、「EU社会戦略」の基本政策にもなっています。

●ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）
失業、低いスキル、貧困などの不利な状況から、社会への参
加が困難になっていることを「社会的排除」といい、「社会的
排除のない社会」をめざす政策をソーシャル・インクルージョン
と呼んでいます。

用
語
解
説

◆中央政府から独立した第三者機関
◆法律に基づく公的機関
◆労使や当事者代表による運営体制

　国民　　住民　　労働者

中央政府

地方社会保障基金

地方政府（地方自治体）

社会保障基金

年金保障 医療保険雇用・労災保険

社会福祉・介護 医療保険子育て支援

生活保護
（家賃補助等）

最低保障年金

社会保障基金（イメージ）
待ちの

セーフティネット

救　貧　型

縦　割　り

保護の対象

高齢期偏重

就労を軸とした
トランポリン型へ

能動的な自立支援型
社会保障へ

総合的・包括的
システムへ

当事者尊重の
参加型社会保障へ

全世代支援型の
社会保障へ
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 積極的社会保障政策における
	 「5つの重点戦略」
　少子高齢社会では高齢者人口が増大するとともに、労働
力人口が減少します。将来社会の担い手世代の育成と就業
率の向上を同時に進め、活力ある持続可能な社会を実現し
ていくことが、積極的社会保障の大きな課題となります。
　そのために、①子ども・子育てを社会全体で支えるしく
みをつくること、②第2のセーフティネットを確立すること、
③高齢期の安心を保障すること、④安心の住まいを保障す
ること、⑤労使代表等が参画する「社会保障基金（仮称）」
を創設すること、を５つの重点戦略として位置づけ、抜本
改革と制度構築を進めていきます。
社会保障機能強化のための基盤整備
　社会保障改革を推進していくためには、社会保障制度の
改革だけでなく、横断的な社会基盤の整備が必要になりま
す。その主要な課題は、次の6つです。
①医療・介護・福祉等のサービスの担い手の育成と確保

社会保障分野の人材不足が深刻。抜本的な処遇改善や
専門的な人材の育成・確保の仕組みづくり、戦略的な産
業育成と雇用創出が必要。

②国と地方の役割分担の明確化と連携強化
市民のニーズに基づき、国と地方の役割分担と責任を明
確にする。ナショナルミニマムによる最低基準の堅持と、
生活基盤である地域におけるサービス基盤の拡充を図る。

③当事者自治とガバナンスの確立
各種制度の運営に、保険料拠出者や利用当事者の参画
をビルトインし、参加型の運営及び制度を構築する。

④積極的社会保障政策推進のための財源確保
社会連帯による「負担の分かち合い」が不可欠。社会保
障に必要な費用は、合意と納得の下に負担していく必要
がある。連合の推計では、2025年の国民負担率は41％
程度となるが、2010年現在のドイツと同程度の負担率。

⑤社会保障と税の「共通番号」制度の早期導入
年金の給付管理や ｢給付付き税額控除｣ 導入等のため、
社会保障制度と税制に活用できる、社会インフラとして
の ｢共通番号｣ の導入が必要。

⑥社会保障改革に向けた国民的 ｢協議の場｣ の設置
国民合意の下に社会保障を改革し、その信頼を高めるた
めには、超党派、労使、国民各層が参加する社会保障に
関する ｢協議の場｣ の常設が必要。

積極的社会保障政策への転換、どう進めていくの？

　社会保障は、「助け合い」（社会連帯）のシ
ステムであり、この「連帯」こそ労働組合の「原点」と「力」
です。積極的社会保障政策の推進、制度運営への主体的
な参画をはかるとともに、組織拡大活動などを通じて、労
働組合自身のセーフティネット機能の役割を発揮していか
なければなりません。

　また、医療・介護分野の職員数は、2007年の385万人
から2025年には約670万人に増員が必要と推計されます。
拡大する社会保障のニーズに応え、サービスの質の向上と
量を確保するためには、担い手となる専門的な人材の育成・
確保、関連労働者の労働条件の改善が不可欠です。労働
組合として、積極的に役割を果たす必要があります。

労働組合の役割は

◆雇用、年金・医療制度、介護・　
　子育て支援等の改革・拡充

◆労働・社会保険事務組合等の活用
◆パート等の社会保険適用拡大
◆最低賃金の引き上げ

◆「36 協定」締結と時間管理の徹底
◆賃金・労働条件等の労働協約締結と
　同業種・地域への拡張適用
◆職業訓練・就労支援の取り組み
◆共済活動、企業年金等の責任投資
◆「公契約条例」制定等の取り組み

◆
労
働
・
生
活
相
談

◆
解
雇
・
賃
金
不
払
い
等
の
支
援
活
動

◆
組
合
作
り
、
人
材
育
成

　等

社会保障の制度運営
「社会保障基金」等への参画

職場・地域での活動

政策・制度の提言・実現
「社会対話」の推進

組
織
拡
大
の
諸
活
動

ラ
イ
フ
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー

（
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
・
サ
ー
ビ
ス
）

積極的社会保障政策の推進に向けた労働組合の役割と活動領域（イメージ）労働組合の役割

①社会保障分野における政策提言の能力向
上と「社会対話」の推進（超党派、労使、
各界代表からなる「協議の場」設置）
②制度運営への主体的参画（参加型社会
保障）の推進

③社会保険の完全適用に向けた取り組み
④労働組合自身のセーフティネット機能の
強化

⑤雇用確保とワーク・ライフ・バランス推
進の取り組み

⑥職域での共済活動と労働者自主福祉活
動の推進

⑦新たな地域コミュニティの形成と参画
⑧雇用と年金との接続、企業年金等の責
任投資の取り組み
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❶	すべての子どもと子育てを社会全体で支える仕組
みである「子育て基金（仮称）」構想を具体的に実
現する。

❷	子どもと子育てに係わる総合的なサービス支援拠
点として、市区町村毎に「子ども・子育て総合支援
センター（仮称）」を設置する。

❸	「こども園（仮称）」の創設による幼保一体化の推
進と、保育環境の質量の改善、及び他の社会保障
制度に比して高い利用者負担の軽減を実現する。

❹	放課後児童クラブ、多様な保育サービス等の保育
環境及び処遇を抜本的に拡充する。

❺	児童養護施設の設置・運営基準の改善等、要保
護児童の育ちの環境と支援体制を強化する。

❻	済的支援や現物給付の拡充など通じ、「子どもの
貧困」、「ひとり親世帯の貧困」を解消する。

❼	労働時間の短縮や多様な勤務制度の整備など、
ワーク・ライフ・バランス政策を推進する。

　2025年には、「チルドレン・ファースト」の基本理念のもと、
すべての子どもと子育てを社会全体で支える仕組みが実現し、
子どもと子育て家庭は切れ目のない総合的な子ども・子育て支
援を受けることができます。これにより、子どもには幼少期か
ら成人として社会に羽ばたくまでの豊かな育ちの権利が保障さ
れ、「子どもの貧困」や「ひとり親世帯の貧困」が解消しています。
また、子育てで孤立することなく、安心して妊娠・出産、子育
てすることが可能となるとともに、仕事と子育ての両立がしや
すい環境が実現し、「Ｍ字カーブ」が解消しています。

子ども・子育て政策 〜子どもと子育てを社会全体で支えるシステムを

2025 年の姿

各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

●	子ども・子育てを社会全体で支える仕組みの欠如

●	子どもの育ちを取り巻く環境の悪化

●	脆弱な子育て支援環境

日本の子ども・子育て関係支出は先進国中最低の水準。また、制度も
使い勝手が悪く、こうした点を背景に子どもの貧困率は高く、特にひとり
親世帯の貧困率は50.8%（2009 年）と先進国中最悪の水準。

不登校や引きこもり、児童虐待などで支援を必要とする子どもが急増して
いるが、その支援環境は不十分。

子育て支援環境の不十分さを背景に、保護者に育児不安感が広がって
いる。また、仕事と子育ての両立を諦めざるを得ない女性が少なくない。

1．子ども子育て施策

GDPに占める子ども・家族に関する社会支出の割合（2005年）

合計
現物給付
現金給付

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5
（％）

3.21％3.20％
3.02％

2.17％2.12％

1.30％

1.74％

1.52

2.21
1.39

1.431.30

0.58

スウェーデンイギリスフランスドイツOECD平均イタリア日本
子ども手当月額
2万6千円の場合

日本アメリカ

1.28

0.35
1.69

0.99
1.62

0.740.820.73
0.460.460.54

0.08

0.81％
0.62％

（　　　　 ） 出典：OECDデータをもとに連合作成

国
国レベル 地域レベル

政策決定過程への参画・評価・監督

地方

個人

子ども・子育て会議
（仮称）

※子ども・子育て総合支援センター（仮称）を中心に関係機関が連携

地域子ども・子育て会議
（仮称）

事業主

拠出

現金給付

現物給付

拠出

拠出

拠出

「子育て基金（仮称）」

「子ども・子育て総合支援センター（仮称）」

子
育
て
基
金
（
仮
称
）

市
町
村

幼
稚
園
・
保
育
所
・
地
域

の
子
育
て
支
援
事
業
者

子
ど
も
・
子
育
て
世
帯

（幼児期） （青年期）

すべての子どもと若者 すべての保護者

●市区町村毎に最低１つを設置。
●児童福祉司やソーシャルワー、 専門職等を配置し、乳幼児期から思春期、青
年期に至るまでのすべての子どもとすべての子育て世帯に対し、アウトリー
チ型を含むあらゆる支援サービスを、ワンストップで提供する。

●子どもと子育てに関する制度と財源を統合し、財源が確実に子ども・子育て
に使われる仕組みである「子育て基金（仮称）」を設置。

●子ども・子育てに関わるステークホルダーが参加する「子ども・子育て会議
（仮称）」が、政策の決定プロセスへの関与・評価・監督を行う。

児童養
護施設

保健所 医療
機関

ハロー
ワーク

学校幼稚園保育所 学童
保育 児童相

談所

NPO

地域子ども・子育て
会議（仮称）市区町村

設置

児童福祉司、ソーシャルワーカー、専門職等を配置

窓口相談

「子ども・子育て
総合支援センター（仮称）」

緊急保護 ピアサポート
支援 情報発信

ア
ク
セ
ス

情報
共有

アウト
リーチ型
サービス
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○	雇用保険、社会保険（第1層）、求職者支援制度や住
宅支援、医療費補助など（第2層）、生活保障給付（第
3層）による三層構造のセーフティネットを構築する。

○	雇用労働政策と社会保障政策との連携をはかり、恒
久的かつトランポリン型のセーフティネットとする。

●　第 1層：雇用・社会保険ネット
○�ワークルールの確立と積極的雇用政
策の推進

○�パート労働者等の社会・労働保険の
完全適用および給付改善

●　第 2層： 求職者支援ネット
○�求職者支援制度等によるトランポリ
ン型の第 2のセーフティネット

○�生活保護に至る前の住宅支援（公営
住宅などの現物給付、家賃補助など）

○�個別的・継続的に相談・カウンセリ
ングを行うパーソナル・サポート
（個々人の課題に対応するため、「個
別的」・「継続的」・「制度横断的」に
提供される支援）

●　第 3層：生活保障ネット
○�第 2層のセーフティネットからもや
むを得ずこぼれおちる人に対し健康
で文化的な最低限度の生活を営むた
めの福祉の「最後の砦」として、公的
扶助による「生活保障制度」を確立

　2025年には、雇用労働者、自営業者など就業形態を問わ
ず誰もが安心して働くことができ、やむを得ず失業あるいは
疾病による休業や離職をした時でも、スティグマが発生しな
い、利用しやすいセーフティネットが構築されています。生活
に不可欠な「住宅」、「医療サービス」、または「就学」への支
援は、生活保護に陥る手前から利用することができ、雇用労
働政策と社会保障政策との連携により、就労や仕事を通じて
自立と参加を実現できるセーフティ社会となっています。

2025 年の姿

社会的セーフティネット 〜自立と参加を支援する重層的なセーフティネットへ各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

●	非正規労働者の増大と社会保険、雇用保険の未適用

●	貧困問題と機能していない社会的セーフティネット

非正規労働者は全雇用労働者の 3分の1を超え、年収 200万円以下の就
労者が1,000万人を超えている。非正規労働者は社会保険、雇用保険に適
用されていないことが多く、また失業と同時に住居も失うなど、社会的セーフティ
ネットが機能していない。

生活保護世帯は、2011年 2月段階で144万世帯まで増え、特に現役世帯の
割合が増加。また、自殺者数は1998年以来12年連続で3万人を超え、なか
でも経済苦による自殺は社会的セーフティネットが機能していない現れといえる。

2．社会セーフネット

非正規労働者は雇用労働者の 1/3 以上

総務省 ( 庁 ) 統計局「労働力調査詳細結果」、厚労省「労働組合基礎調査」より

非正規労働者
正規労働者

非正規比率
組合組織率

（％）

19.8

24.5

897

3639

986

3756

1001

3779

1152

3812

1225

3688

1360

3640

1505

3444

1633

3374

1732

3441

1760

3399

1760

3343

20.8

24.2

20.9

23.8

23.2

22.6

24.9

22.2

27.2

20.7

30.4

19.6

32.6

18.7

33.5

18.1

34.1

18.1

33.7

18.5

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

6000

5000

4000

3000

2000

1000

0
1991 93 95 97 99 2001 03 05 07 08 09

人数（万人）

非正規労働者と正規労働者の推移

（雇用創出、正規労働者
の拡大、就労支援、最賃
引上げ等）

生活保障給付（仮称）

社会全体

◆若年層等へのパーソナル・サポート

連合の「三層構造による社会的セーフティネット」構想

正規労働者 非正規労働者 未就業者

就業困難者 自営・事業主
（ニート含む）

フリーター等
ワークルールの確立

就業者（労働市場）

第１
ネット

第2
ネット

第3
ネット

求職者支援制度（職業訓練と生活保障）

○「職業訓練等への参加」
（ボーダーライン層：長期失業・未就労・母子世帯等）

雇用保険（基本手当）

社会保険・労働保険による給付 障
が
い
者
の
所
得
保
障（
障
害
基

礎
年
金
＋
新
た
な
社
会
手
当
）

「
住
宅
補
助
」「
医
療
費
補

助
」制
度
の
創
設

生活保護制度の見直し

新

非正規労働者等への
社会保険・雇用保険適用拡大

積極的雇用政策

追加（男性、女性）

◆求職者支援法
連合が、積極的雇用政策と積
極的社会保障政策の連携によ
る「三層構造による社会的セーフティネッ
ト」の柱となるものとして求めてきた求職
者支援法が 2011 年 5 月に成立し、同年
10月から施行されます。
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○	第1 段階では、基礎年金の全額税方式化、被用者年金の一元化を図り、第2 段階では、
自営業者等の「所得比例年金」を創設したうえで、全ての年金制度を一元化するとともに、
基礎年金を「最低保障年金」へ転換。

○支給開始年齢は65 歳を堅持し、標準的な年金水準は所得代替率50％を維持。

　2025年には、現行制度の改善の取り組み（第1段階の改革）
を終え、就業形態にかかわらずすべての人が同じ所得比例年
金に加入し、真の国民皆年金が実現しています（第2段階の
改革）。具体的には、公費を財源とする最低保障年金（税方
式）と所得に応じた保険料による所得比例年金（社会保険方
式）の組み合わせにより、すべての人に高齢期における一定
水準の所得保障が確立されています。

年金制度 〜真の国民皆年金と年金一元化を実現

2025 年の姿

各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

●	保険料未納の広がりは、高齢期の低年金・無年金に直結

●	就業形態や制度間格差による負担と給付のアンバランス

国民年金保険料納付率は低下傾向に歯止めがかからず、2009 年度では60％まで
低下。未納者の中には、被用者年金に適用されない雇用労働者が多数存在。こう
した未納者は、将来低年金・無年金者になり、高齢期における貧困につながる。

1986 年に国民共通の「基礎年金」が制度化されたが、国民年金、厚生年金、共済
年金の各制度間で負担と給付のバランスがとれていない。また、第 3号被保険者
制度は、本人のみならず配偶者によって決まる制度となっており、公平な制度になっ
ていない。

3．年金制度

82.9

85.0

80.0

75.0

70.0

65.0

60.0

55.0

50.0
1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

79.6 76.6

74.5
73.0 70.9

62.8
63.4 63.6

67.1 66.3

63.9
62.1

60.0

社保庁・厚労省の「国民年金の加入・納付状況」より作成

国民年金保険料の納付率の低下

徴収が市町村から国
（社保事務所）へ

免除・猶予者を除く
納付率は 60％

（％）

2段階で進める年金制度改革

第 1段階の改革

所得比例年金

・基礎年金の全額税方式化
・被用者年金の一元化

・自営業者等の所得捕捉
・自営業者等の所得比例年金を創設

＜自営業者等＞

・すべての年金制度を一元化

＜被用者＞

＜一元化＞

クローバック
部分

基礎年金

第 2段階の改革

クローバック
部分

所得比例年金
クローバック
部分

基礎年金

クローバック
部分

・自営業者等もク
　ローバック適用

所得比例年金

所得比例年金

基礎年金

最低保障年金

・基礎年金を最低保障年金へ転換

●　第 1段階の改革
○�すべての雇用労働者が原則被用者
年金に加入

○�被用者年金（厚生年金、共済年金）
の一元化

○�基礎年金を全額税方式化。1/2 を
一般財源、1/2を社会保障目的税に。

○�逆進性の緩和策として、給付つき
税額控除を導入

○�基礎年金の給付水準は月額 7万円
程度。一定以上の年収世帯（自営
業者・被用者世帯）は、基礎年金
をクローバック（払い戻す）

○�所得比例年金の労使負担割合を労
働者 45％、使用者 55％

●　第 2段階の改革
○�自営業者の所得比例年金を創設し、
全ての年金制度一元化

○�基礎年金を最低保障年金へ転換し、
所得比例年金を補完

○�最低保障年金の給付水準は月額 7
万円程度

34

10



○安心して暮らすための地域医療提供体制の確立と医療機関の機能分担と連携強化。「家庭
医」を制度化し、「医療と介護」の切れ目のない連携を進める。
○患者本位の医療の提供と、患者・家族と医療現場との「信頼関係」の確立。
○当事者自治と保険集団の同質性を重視した職域保険と地域保険（国保の広域化）を基本に、
保険者機能の発揮と国民皆保険制度を確立する。

○高齢者医療費の公費対象年齢（5割）を75歳から70歳に引き下げ、現役や乳幼児等の
窓口負担を軽減する。

○地域保健、産業衛生の分野から「こころの健康」対策を強化する。
○疾病予防や健康づくりの推進、公衆衛生などの危機管理体制を確立する。

　2025年には、地域医療提供体制が再整備され、いずれ
の地域でも必要な医療が受けられています。患者・家族と医
療現場との「信頼関係」が確立し、安心と信頼の医療が確立
しています。また、高齢者や精神疾患をもつ人の「社会的入院」
が解消し、「こころの健康」に対する良質なサービス提供体
制が整備されています。国民皆保険の下ですべての人が負担
可能な費用で必要とする良質な医療が受けられ、健康増進の
取り組みと社会的セーフティネットの充実により「健康格差」
は解消しています。

2025 年の姿

医療保障 〜安心の地域医療体制確立と医療保険制度の再構築各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

●	�地域医療を支える病院で、周産期、救急、外科などを中心に医師の確保が困難になり、診療科の閉鎖、
救急搬送先や分娩機関の確保ができない地域が発生

●	�急速な高齢化で医療保険財政は悪化。保険料や高齢者医療への拠出金・支援金の負担が増加

背景には、医師派遣システムの変更、医療費抑制政策、勤務医の労働条件の厳しさ、女性医師の出産・育児による離職がある。

非正規労働者は被用者保険から排除された上、低所得者やいわゆるワーキングプアが国民健康保険料を払えず「無保険状態」になっている。

4．医療保障

特定機能病院

ナショナル
センター

分娩機関

精神科医療
機関

認知症専門
医療機関

地域医療
支援病院

在宅療養
支援病院

障害福祉
サービス
相談支援

介護保険施設

自宅

高齢者住宅

特定施設

救急医療体制

地域包括
支援センター

訪問看護
ステーション

在宅療養
支援診療所

認知症
サポート医

市町村レベル

人口20～30万人レベル

都道府県レベル

地域における医療・介護・福祉の連携（イメージ）●　職域保険（被用者保険）
雇用労働者のための医療保険。事業所や職種等の単
位で保険者を構成することで、健康づくりやレセプ
ト審査等の保険者機能を発揮させる。就労時間や雇
用形態、事業所の規模等にかかわらず原則としてす
べての雇用労働者に適用する。
●　地域保険
職域保険に加入しない、自営業者や失業者等のため
の最後のセーフティネットとしての医療保険。市町
村が保険者の国民健康保険について、保険財政の都
道府県単位化と公費の投入により財政力を確保し、
保険者機能を発揮する。
●　高齢者の医療保障
働き続ける高齢者は被用者保険に加入し続ける。退
職者は、①被用者保険グループが支える「退職者健
康保険」への加入、②被用者保険への任意継続加入、
③国民健康保険への加入—から選択する。

●	�医療における患者・家族と医療現場の間に存在する「情報の非対称性」

●	�認知症、メンタルヘルスなど精神疾患が急増
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○	住み慣れた地域で安心して生活するため、
医療・介護・福祉・保健の連携で「地域
包括ケアシステム」を確立する。

○	総合的・普遍的な介護保険制度の確立に
よる安定した保険運営と、地域包括支援
センターの機能強化による切れ目のない
サービス提供体制の確立。

○	家族等介護者（ケアラー）への支援体制

の充実、及び仕事と介護の両立支援体制
の確立。

○	介護労働者の適正な処遇による安定的な
人材確保。

○高齢者の持つ熟練や技能を社会に生か
し、年金受給との接続をはかるために希
望すれば65歳まで働き続けられる環境
や法制度の整備。

　2025 年には、すべての高齢者が住み慣れた地域で安心
した生活を送ることができる社会が実現しています。
　高齢者のニーズを満たした「住まい」が確保され、高齢期
に必要な予防・見守りを含む介護サービスが安定的に提供さ
れ、医療・介護・福祉・保健が連携した「地域包括ケアシス
テム」が実現しています。また、誰もが必要なサービスを24
時間365日利用でき、年齢や要支援・要介護の理由を問わず、
すべての人を対象とした総合的・普遍的な介護保険制度が確
立しています。

高齢者福祉 〜介護ニーズの増大に対応した地域包括支援の強化

2025 年の姿

各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

●	急激な超高齢化の進行と介護ニーズの増大

●	単身・高齢夫婦のみ世帯、認知症高齢者が増加し、孤立化

●	家族等介護者（ケアラー）の不安や疲弊、孤立化

高齢化率（65 歳以上の高齢者人口）は、現在 25％程度から2025 年に
は30％を超える見通し。労働者人口の減少、国民負担率の増大、医療・
介護ニーズの増大などに対応した社会保障制度の再構築が急務。介護保
険制度は、制度発足から10 年で、サービスの利用者（2009 年度約400 
万人）、介護保険の総費用（2010 年度約7 兆 4000 億円）がともに倍増。

5．高齢者福祉

・地域完結聖
・地域住民による互助活用
・なじみの人間関係を維持
・居場所や役割も大切

互助的支援

・高専賃
・公営住宅
・UR

家族世帯
2人世帯

緊急通報安否
確認システム

NPO、
自治会など

宅老所 家族世帯

1人世帯

1人世帯

家族世帯日中同居

地域包括支援センター

高齢者住宅（LSA付き）＋複合サービス

サービス提供

地域や在宅でも施設の安心を確保

※施設において提供される各種生活支援サービスは地域においても不可欠。介護サービスに加えて見守り・配食・安否確認 ITシステム・地域送迎等をシステム化して、地域包括ケア体制へ。 出典：厚生労働省

これからの地域包括ケア体制のイメージ

住み慣れた地域

24 時間訪問看護・介護
通所介護・在宅医療小規模多機能

サービス提供

施設介護

住居系

・住まいとケアがパッケージ
・内部完結型
・24時間安心のケア
　（重度対応）

グループホーム特定施設

整備バランス

介護老人福祉施設（特養）等
・24時間ケアの提供介護
・入浴・食事提供
・ベッドコール
・生活支援等
・専門職の配置
・バリアフリー空間の提供

ケアラー（家族等介護者）とは、
介護、看病、療育、世話、こ
ころや身体に不調のある家族
への気づかいなど、ケアの必要な家族や近
親者、友人、知人などを無償でケアする人
たちのこと。家族の介護のために就労中断
を余儀なくされたケアラーは、多くの場合、
経済的に困窮し、再就職の見通しも立ちに
くく、社会的な支援が求められています。

54

追加（男性、女性）
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○	障害の定義は、WHOの「国際生
活機能分類」や障害者権利条約に
則し、従来の「医療モデル」から「社
会モデル」に転換する。

○	国際水準以上の法定雇用率を実現
し、障がい者の就労の場を拡大す
る。「福祉的就労」から「一般就労」
への移行を進めるため、その間に、
「社会的就労」（公的支援型就労）
を位置づけ、公的支援を整備・拡充。

○	障がい者の地域生活支援体制を確立する。地域ごとに、「障がい者総合生活支援センター
（仮称）」を設置し、包括的な支援体制を整備する。
　＊�とりわけ、世界ワースト1の精神科入院（約32万人）の縮減、解消をめざし、「社会的入院」から「地
域生活移行」を進め、地域生活支援体制を確立する。

　2025年には、国連障害者権利条約に基づき、国内法が
整備され、障がい者の人権、社会参加、地域生活の権利を
確立しています。
　福祉的就労を抜本的に見直し、社会的就労などの普及をは
かり、多様な就業機会が整備されています。実質的な平等を
保障するための合理的配慮とポジティブアクションを通じて
すべての障がい者が社会的、精神的、経済的に自立し、地
域で暮らす権利が保障されているインクルーシブな社会が実
現しています。

2025 年の姿

障がい者施策 〜ニーズを踏まえた支援拡充、就労を積極的に支える仕組み各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

●	低い障害者雇用率（法定雇用率1.8％も未達成）

●	�障がい者は、生活のあらゆる場面で情報へのアク
セスやコミュニケーションにおける困難に直面

●	�乏しい精神障がい者への支援

日本の民間企業（従業員 56 人以上規模の企業）の障害者雇用率は1.63％

身体障がい、知的障がい、精神障がいを合わせて、障がい児・者は約
744万人とされているが、発達障害、難病者など、「制度の谷間」に置かれ
ている人もいる。

精神障がい者の入院者数は約 32万人、入院 5 年以上の患者が43％、
20年以上が15％を占めるなど、長期入院が多く、半数以上は「社会的入院」。
入院治療から地域生活移行を進めることで、治療効果や社会参加による自
立可能性が高まることが立証されているが、その体制は脆弱。

6．障害者

福祉的就労から積極的な就労支援へ～社会的雇用モデル

一般就労

社　会　的　雇　用

・働く場所：一般企業、事務所・工場・商店・自営など
・障害者の位置付け：労働者
・障害の程度：軽度～中度
・障害者賃金の水準：15万円／月程度（最低賃金制適用あり）

1．「労働」に軸足
2．重度の場合も、能力・適性に応じた職種開拓
3．経済的自立が可能な賃金保障

（参考）「障がい者等が当たり前に地域で暮らし、地域の一員としてともに生活できる社会をつくる」
 （民主党「民主党 政権改策 Manifesto」／2009年7月27日
 「障がい者が権利主体であることを明確にして、自己決定・自己選択の原則が保証されるよう制度改革」
 （民主党「民主党政権策集 INDEX2009」／2009年7月17日
 「障がい者の所得の確保に係わる施策の在り方について、就労を促進し、障がい者に対する手当は就労による所得を補完するものと位置付け」
 （民主党障がい者政策PT「障がい者制度改革について～政権交代で実現する真の共生社会～」／2009年4月8日

＊自治体が制度化済み　大阪府箕面市、滋賀県（参考：P10, 11）

出典：大阪府箕面市

●障害者の能力・適性に応じた職種開拓
●障害者自身の経営参画（自己決定・自己選択の拡大）
●自立を可能にする賃金（障害基礎年金と合わせて）
●企業としての経営努力

・働く場所：社会的雇用事業所
・障害者の位置付け：労働者
・障害の程度：中度～重度
・障害者賃金の水準：9万円／月程度（最低賃金制適用あり）

中間的な就労の場

求められる姿

新たな「社会的雇用制度」の創設を

社会的雇用の基本要件

事業所は…
●障害者の手に乗る賃金への公的支援（賃金補填）
　（運営費等の補助は就労継続支援A型に準じる）
●援助スタッフへの助成
●公契約によるバックアップ

公的支援は…

・働く場所：作業所、授産施設など
・障害者の位置付け：福祉制度の利用者
・障害の程度：軽度～重度
・障害者賃金の水準：2万円／月程度（最低賃金制適用なし）

福祉的就労

●　国連障害者権利条約
2006 年 12 月に国連で採択された障害のある人の基本的人権を促進・保護し、個の尊厳の尊重を促進すること
を目的とする国際原則。移動、教育、雇用、医療、文化・スポーツなどあらゆる分野において、障害を理由とす
る差別を禁止し、障がい者に他者との均等な権利を保障することを規定している。

◆政府の障がい者制度改革
政府は、2009 年秋、内閣府
に「障がい者制度改革推進会
議」を設置し、国連障害者権利条約の批准
と必要な国内法の整備、障害者自立支援法
の廃止とそれに代わる新しい障がい者総合
福祉法（仮称）の制定など障がい者制度改
革の取り組みに着手しています。この推進
会議は障がい当事者が委員の半数以上を占
め、当事者参画を体現する陣容となってお
り、この作業を通じて、戦後初めての障が
い者政策の画期的な見直し作業が進んでい
ます。

64

追加（男性、女性）
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○「住まい」を社会保障政策として明確に位
置づけ、「住宅セーフティネット」を構築す
る。

○失業者、低所得者、高齢者（介護保険施設、
グループホーム等の入居者を含む）など
が住居を確保し、安心して暮らせるよう、
現物給付（借り上げ・公的住宅）または
現金給付（家賃補助等）による「住宅支

援制度」を創設する。

○施設を「住まい」と位置づけ、介護保険
施設、居住系サービス、グループホーム
等はユニットケアを基本とし、個人の尊
厳を重視し良質な居住環境を確保する。
また、母子や児童などのための入所施設
の居住環境を抜本的に改善する。

　2025年には、すべての人の生存権と尊厳ある暮らしを保
障するため、「住まい」が社会保障政策として明確に位置づ
けられ、失業や社宅の廃止などに伴い住居を失った人、持ち
家のない低所得世帯、ひとり親世帯、在宅障害者世帯など
が確実に「住まい」を確保できる環境が整っています。介護
保険施設、居住系サービス、母子や児童等のための入所施
設においては、良好な居住環境が確保されています。

居住保障 〜居住の権利は基本的人権、社会保障としての住まいの保障を

2025 年の姿

各論

現状・ここが問題！

改革のアプローチ

7．居住

生活費等

7.0 ～ 5.4

（自治体） （公営住宅等）

グループホーム
入居者

特別養護老人ホーム
／老健施設利用者

持ち家のない
生活保護受給者

ワーキングプア　等

（家賃補助等）年収（万円）
214165

支給水準
（月額：万円）

（例）支給要件・水準の考え方（イメージ）
（東京 23区、単身、20～ 40歳）

住宅支援制度のイメージ

○持ち家のない一定水準未満の収入※の人を対象に、住宅の現物または家賃補助等を行い、生存権を保障する。
　※給付対象は生活保護制度の最低生活費の 1.3 倍未満の収入の者を想定。
○支給水準は、最低居住面積基準を勘案し地域別に国が定める基準単位家賃を上限に、収入に応じて逓減させる。
○介護保険施設やグループホームの居住費の一部に対する補助としても充てられるものとする。
　（支給水準については、現行の補足給付をベースに要検討。）
○住宅支援制度の創設により、生活保護制度の住宅扶助は廃止する。
○国が財源を保障し、生活保護制度の実施機関（都道府県または市等）が実施事務を担う。

●	�雇用情勢の悪化で、雇用契約の終了・解約と同時に住居を失う非正規労働者が発生。
●	劣悪な居住環境を提供する貧困ビジネスによる被害が発生。
●	�ホテルコストの負担で低所得の高齢者の特別養護老人ホームへの入所が困難に。無届けの
有料老人ホームなど居住環境の劣悪な施設での生活を余儀なくされている。

●	�児童養護施設などの社会福祉施設では、虐待事案の急増などで入所する児童が増加。子
どもたちは健全な発育にふさわしいとは到底言えない居住環境。

●　最低生活費
日本国憲法第 25条で定める「健康
で文化的な最低限度の生活」を保障
するために、厚生労働省が定める生
活費で、原則として毎年改定される。
居住地域、世帯構成のほか教育、医
療及び介護のための必要費用などを
考慮して算出される。
●　最低居住面積基準
住宅ストックの質の向上を誘導する
ための指針として、国が住生活基本
法に基づいて住生活基本計画におい
て定めている基準。単身者で25m2、
2 人以上の世帯で 10m2 ×世帯人数
＋ 10m2 とされている。

74
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5 連合の 給付と負担
将来推計

連合推計による2025年度の
国民負担率は41％程度
一定の名目成長のもとで負担は十分に可能

　連合は、「新21世紀社会保障ビジョン」で、2025年の社会保障給付費について、総額165兆円（年金64兆円、医療57.5兆円、
うち介護24兆円、子ども・子育て支援10兆円、その他の福祉が6兆円）と推計しました。これを賄う社会保障の負担総額
は163兆円で、社会保険料負担が83.7兆円、公費負担（国、地方負担）が79.5兆円程度と見込まれます。

連合
「新社会保障ビジョン」

社会保障
国民会議推計

  H20年度注2
「社会保障給付費」

2006年：厚生労働省推計注1

2025年度2025年度2008年度2025年度2006年度

B3シナリオ現行の実績Bケース
（低目の経済成長）

社会保障給付費（A）　兆円
年金（基礎年金＋厚生＋共済）
　うち基礎年金（最低保障年金）

その他（雇用保険、労災　等）

◆対国民所得比（A／E）

◇社会保障給付費の対GDP比（A／F）

社会保障に係わる負担（B）

①社会保険料の負担率（C／E）

（イ）社会保障に係わる租税負担率（D／E）

（ロ）社会保障給付以外の租税負担率

②租税負担率（（イ）＋（ロ））

租税負担額（兆円）

国民負担率（①＋②）

「国民負担」の対GDP比率

F：国内総生産（GDP：兆円）

社会保険料負担（C）

国民所得（E：兆円）

公費負担〔租税負担：D〕

◆社会保障負担総額の負担率（B／E）

国

地方

うち住宅補助等

うちセーフティネット関連

うち障がい者福祉

うち子ども・子育て

うち介護

福祉等

医療

16594.113689.8

23.9227166.6

（59）23.5（35）（20）

（20）9.2（17）（8.8）

79.532.75128.8

623745494.1669511

40.9％－28.9％35.2％28.3％

55.7％－40.7％47.8％38.6％

37.4％24.3％30.4％24.2％

85.490.6

20％注415.0％20％注416.5％

17.4％9.3％10.4％7.7％

18.3％16.4％17.5％14.4％

35.7％25.7％27.8％22.1％

457547351.5492375

83.757.58654.0

16390.213782.8

26.4％－19.0％20.3％17.6％

36.0％－26.8％27.6％23.9％

3.12.4

1.80

1.52.8

2.71.2

10.01.5

4012.62714.9

57.558.229.64827.5
24.228192819.4

64（現行制度）49.56247.4

注1） 厚生労働省推計は2006年5月の推計。2025年度の保険料負担、公費負担の記載がないため、一定の前提で連合が推計した。
注2） 現行実績（2008年度）は、国立社会保障・人口問題研究所の「H20年社会保障給付費」調査による。
注3） 連合「新社会保障ビジョン」は、内閣府「経済財政の中長期試算」（2010年6月）の「慎重シナリオ」を前提に推計した。
注4） 社会保障給付以外の租税負担率は、国民所得の20％程度と仮定して試算した。

高齢化率

連合ビジョン
（2025年）
（30.5％, 40.9％）

厚労省（06年）推計
（2025年）
（30.5％, 35.2％）

スウェーデン
（17.4％, 48.6％）デンマーク

カナダ

フランス
（16.6％, 45.5％）

イタリア

ドイツ
（20.2％, 39.4％）

アメリカ
（12.6％, 28.7％） 日本（2010年）

（21.5％, 27.6％）
韓国
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高齢化率と国民負担率の国際比較（2007年）

（左・高齢化率、右・負担率）

2012年以降
（2007年2月の年金財政試算の前提）
物価上昇率1.0％
賃金上昇率2.1％
運用利回り3.2％
名目成長率1.6％

名目成長率は、内閣府
「経済財政の中長期試算」（2010年6月）
の「慎重シナリオ」を想定注3
2012年以降：
名目成長率1.6％～1.9％
賃金上昇率は名目成長率と同じと想定。
物価上昇率は2015年以降1.2％

子ども・子育て関係の社会保障給付費
の「現行の実績（1.5兆円）」は、2008
年度における現金給付（児童手当等）の
合算値。
現金給付（子ども手当等）と現物給付を
総計した最新の子ども・子育て関係給
付費は6.0兆円程度（2010年度）であ
り、2025年には10.0兆円程度が必要と
なると推計した。

障がい者の対象と給付をOECD水準並
とする。
介護保険の普遍化で、2兆円程度を介
護保険から給付すると仮定した。

2012年以降の経済前提
物価上昇率1.0％
賃金上昇率1.8％
運用利回り3.1％
国民所得の伸び率1.3％
　  （賃金上昇率-0.5％）

2010年度の日本のGDPに対
する国民負担率は27.6％（租
税負担率15.2％）で、欧米先
進国の中では最も低い水準
ですが、2025年度の国民負
担率は41％程度となる見通
しです。これは2007年のド
イツ39.4％と同水準であり、
一定の名目成長があれば、負
担は十分に可能です。
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☆	連合「新21世紀社会保障ビジョン」（2025年度）
	・	厚生年金保険料率15％（労6.75％：使8.25％）、「協会けんぽ」保険料率10.4％、介護保険料率２％、雇用保険料率1.6％。
	・	社会保障機能強化の安定財源確保のための消費税率の引き上げ（国と地方分合わせて15％）を仮定として、試算した。
☆	連合税制改革の実施（2025年度）
	・	所得税の税率を一律に５％引き上げ（10％～45％の6段階）、個人住民税の税率を１１％とする。
	・	人的控除の税額控除化と引き上げ（基礎税額控除7.6万円（住民税6.6万円）、扶養税額控除3.8万円（住民税3.3万円））等。
	・	給与収入200万円以下の層への「給付つき勤労税額控除」（社会保険料の半額）、課税最低限以下の層への「給付つき消費税税額控除」	
（1人6万円）を創設。
	・	「給付つき消費税税額控除」は、1人の基礎的消費支出（40万円）×消費税率（15％）で6万円（消失控除あり）として試算。
☆	子ども手当（月額1.3万円）、高校授業料の無償化を給付として反映。

（参考）「世帯」別の家計負担の仮定試算

連合「新21世紀社会保障ビジョン」による「給付と負担」の将来推計
◇年収別の家計負担の仮定試算（「新21世紀社会保障ビジョン」と「第3次税制改革基本大綱」による仮定試算）

試
算
の
前
提

（万円）
900

800

700

600

500

400

300

現行制度

世帯年収
500万円

4,370,225

4,092,625

4,079,875

世帯年収
1000万円

7,687,300

7,919,125

7,894,375

世帯年収
800万円

6,344,800

6,415,000

6,480,500

世帯年収
600万円

4,888,850

4,870,750

4,855,450

連合新ビジョンを反映

連合税制改革を反映

（％）
35

30

25

20

15

10

現行制度

世帯年収
500万円

22.5％

28.5％

21.7％

世帯年収
1000万円

30.9％

28.6％

23.7％

世帯年収
800万円

29.1％

28.2％

21.8％

世帯年収
600万円

28.4％

28.7％

22.4％

連合新ビジョンを反映

連合税制改革を反映

17.0％ 28.2％25.7％23.8％子ども手当等を反映

（％）
40

35

30

25

20

15

10
年収
300万円

19.8％

28.5％

21.7％

年収
600万円

34.2％

31.2％

24.8％

年収
500万円

32.7％

30.0％

23.6％

年収
400万円

30.3％

29.7％

22.9％

10.7％ 29.6％27.2％23.4％

（万円）
500

450

400

350

300

250

200
年収
300万円

2,719,925

2,461,375

2,453,725

年収
600万円

4,543,650

4,723,500

4,709,100

年収
500万円

3,860,150

3,996,625

3,983,875

年収
400万円

3,207,900

3,233,500

3,223,300

共働き世帯（夫婦＋小学生＋高校生） 1人親・子2人世帯（小学生＋高校生）

可処分所得

年収に対する負担率（含む消費税B／年収）

可処分所得

年収に対する負担率（含む消費税B／年収）

○ おおよそ年収300万円以下世帯では負担が軽減、年収600万円以上は負担が増える

　「新21世紀社会保障ビジョン」と「第3次税制改革基本大綱」にもとづき、下記の「試算の前提」をおいて、共働き世帯
と一人親世帯の年収別可処分所得を試算した結果は、以下の通りです。例えば、共働きで世帯年収500万円の家計では、
現在、税・社会保険料を差し引いた可処分所得が約408万円ですが、「新21世紀社会保障ビジョン」を反映させると社会保
険料の負担軽減等により409万円、加えて「第3次税制改革基本大綱」を反映させると給付つき税額控除の効果等により
437万円になります。さらに、子ども手当や高校授業料の実質無償化を含めると現行21.7％の負担率は、17.0％になります。
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連合「第３次税制改革基本大綱」は、「新21世紀社会保障ビジョン」とあわせ、「社会保障と税
の一体改革」のトータルビジョンとして提起するものです。日本の税財政の基本的な機能を回復
させ、「働くことを軸とする安心社会」を支えることのできる「公平、連帯、納得」の税制の実
現をめざします。具体的な提言のポイントは、以下の４点です。
①消費税偏重としないバランスのとれた税体系とすること。
②給付つき税額控除の導入、人的控除の見直し、累進性の強化などにより基幹税である所得税を再構築し、
税の所得再分配機能を強めること。
③消費税は将来に向けた社会保障制度の維持・強化に充当すること。
④地域による偏りが少なく安定的な地方税体系とすることに向けた税制改革を提起すること。

提言のポイント

税財政抜本改革の実現にむけて～税財政抜本改革の戦略的推進～
●	2013年までを震災復興・デフレ脱却の集中的な取り組み期間と位置づけ、復興・再生を最優先とする予算編成を行う。政策
の優先順位付けの見直しなどを徹底して行うとともに、必要に応じて国債の増発や時限的な「付加税」の新設を検討する。

●	税制抜本改革は、社会保障の機能強化等とセットで行い、単なる増税と受けとめられないように説明責任を果たす。特に、少
子化対策や第2のセーフティネットの整備等、働く人・働きたい人を支援する給付を、早期に重点的に行うことで税と社会保障
の一体改革に対する理解を深める。

実現に向けて

Ⅰ．納税者の立場に立ったわかりやすい税制
情報公開と租税教育の強化／「納税者権利憲章（仮称）」の
制定／申告納税選択制の導入／社会保障・税の共通番号の
導入／適切な所得把握のための体制整備、クロヨンの是正
／決定過程への労働者代表の参画

Ⅱ．所得税の再構築
課税最低限の引き上げ／給付つき税額控除の導入（勤労税
額控除、消費税税額控除）／税率構造の見直し／（段階的に
5％程度引き上げ、新たなブラケット追加）／金融所得課税の
強化／人的控除の組み換え（所得控除から税額控除・社会手
当化へ）／給与所得控除の見直し（実額と概算控除の選択制、
特定支出控除の範囲拡大）

Ⅲ．消費税の社会保障安定財源化
消費税の制度的欠陥の是正（インボイス方式導入、簡易課税
制度、免税点の廃止等）／使途の明確化（基礎年金、高齢者
医療、介護、少子化対策など社会保障給付費に充てる) ／社
会保障制度の維持・機能強化に対応した段階的な引き上げ／
消費税の逆進性緩和（課税最低限以下の層を中心に消費税負
担分を還付「消費税税額控除」）

Ⅳ．法人所得課税の改革
企業の社会的責任に見合った税・社会保険料負担とし、原則、
すべての雇用者に社会保険を適用／原則、すべての法人に法
人事業税の外形標準課税適用／租税特別措置の見直し／中
小企業支援やディーセントワークを後押しする改革

Ⅴ．地方税財政の改革
地域による偏りが少なく安定的な地方税体系／地方交付税制
度と現行交付税の水準維持／国庫補助負担金の改革

Ⅵ．資産課税の強化
バブル経済以前の水準まで相続税を強化し、格差の拡大・固
定化を是正／土地税制は保有段階の課税を基軸に経済状況
に応じた譲渡・取得段階の課税を弾力的に組み合わせ、地方
税収安定化と土地の有効活用促進をはかる。

Ⅶ．その他の課題
●自動車関係諸税の軽減・簡素化等
●地球温暖化対策のための税、既存税制のグリーン化
●「新しい公共」を支える税制
●重要な検討課題（国際課税等）

具体的な提言

連合は、①公平の原則、②十分性の原則、③経済の
安定と成長の原則、④簡素・明確の原則、⑤費用最小
の原則という５つの租税原則を重視しています。この原
則からみて、現状にはつぎのような問題があります。
●税と社会保障を通じた所得再分配機能が弱まっている。
●給付と負担のバランスが崩れ、財政は急速に悪化している。
●デフレが国民生活と財政の悪循環を招いている。
●経済社会情勢の変化に対応できていない。

現状の問題点
現状の問題点を踏まえ、以下の７つを改革の視点としています。
①「納得」を高めるための納税者の立場に立ったわかりやすい税制
②「公平」を高めるための税と社会保障を通じた所得再分配機能の強化
③「連帯」を強め、少子高齢社会を支えあう税制
④地方分権とバランスのとれた地方税財源改革
⑤経済と環境を両立させるための税制
⑥グローバル化への対応
⑦経済成長と持続可能な財政基盤の確立

改革の視点

連合「第３次税制改革基本大綱」ダイジェスト版のポイント
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